
都制度移行までに必要なコストと財源（試案１の場合） 
 

資料 ２ 

コ ス ト 財 源 

○平成２６年度の収支不足 
大阪府     ８００億円 

  大阪市     ３１８億円 
オーク     ６７９億円 

○平成２７年度の収支不足 
  大阪府     ７７０億円 
  大阪市     ２８３億円 

○財政調整基金 
大阪府  １，０９２億円 
大阪市  １，１３８億円 

 
○改革による効果額   α億円 
              
 

  小計    ２，８５０億円 ２，２３０＋α億円 

イニシャルコスト  
３８０～６４０億円 

  人件費増    １４６億円 
ランニングコスト 

      １２０～１３０億円 
  交付税不足額及び 
  潜在リスク     α億円 

？ 
 合計３,４９６～３,７６６＋α億円 

 


